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実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

532,446 532,446 活動指標の名称 目標値 1,330,051 1,330,051

1 総
廃棄物減量等推
進審議会に関す
る業務

重要案件等について答
申、意見を受け、民意を
反映した行政執行に努め
る。

市民の
代表

者、有
識者等

定
例
定
型

636

資源化の促進につい
てご審議いただき分
別収集方法の見直し
が着実に進んでい
る。

Ａ 審議会開催回
数

年６回 1,210 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

1
廃棄物減量等推
進審議会に関す
る業務

審議会の開催 開催回数 年６回 年５回 636 審議会の開催 会議開催回数 年６回 1,210
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

2 総
各種協議会等に
係る業務

一般廃棄物処理行政の円
滑な運営に資する。

市町村
職員

定
例
定
型

会議参加回数 年２４回 188 未 高 高 高
現状維

持
有り

減
ら
す

2
各種協議会等に
係る業務

（事業№６０１から
統合）

調査研究・情報交
換、連絡調整のため
の全国都市清掃会議
への参加

廃棄物処理に
係る要望書の
提出

１件 155
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

2
各種協議会等に
係る業務

（事業№６０２から
統合）

調査研究・情報交
換、連絡調整のため
の神奈川県都市清掃
会議への参加

参加回数 年７回 33
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 23
負担金の引き下げを
する。

減
ら
す

2
各種協議会等に
係る業務

（事業№６０３から
統合）

調査研究・情報交
換、連絡調整のため
の神奈川県広域処分
地対策協議会の会議
への参加

参加回数 年１回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

2
各種協議会等に
係る業務

（事業№６０４から
統合）

一般廃棄物処理の広
域化に係る湘南広域
都市行政協議会への
参加

参加回数 年８回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

2
各種協議会等に
係る業務

（事業№６０５から
統合）

湘南東ブロックごみ
処理広域化調整会議
出席

出席回数 年２回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

2
各種協議会等に
係る業務

（事業№６０５から
統合）

湘南東ブロックごみ
処理広域化調整会議
幹事会出席

出席回数 年２回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

2
各種協議会等に
係る業務

湘南東ブロックごみ
処理広域化調整会議
ワーキング出席

出席回数 年４回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

601 総
全国都市清掃会
議に係る事務

一般廃棄物処理行政の円
滑な運営に資する。

市町村
職員

定
例
定
型

155

研修会に参加して交
付金に関する情報を
得るとともに交付金
制度の拡大に関して
国へ要望することが
でき、成果がでてい
る。

Ａ

601
全国都市清掃会
議に係る事務

調査研究・情報交
換、連絡調整のため
の会議参加

廃棄物処理に
係る要望書の
提出

１回 １回 155 （事業№２へ統合）

602 総
神奈川県都市清
掃会議に係る事
務

一般廃棄物処理行政の円
滑な運営に資する。

市職員

定
例
定
型

33

事業系廃棄物の処理
等に関する情報交換
を行うとともに容器
包装リサイクル法の
排出者責任の拡大に
ついて国へ要望する
ことができ、成果が
でている。

Ａ

602
神奈川県都市清
掃会議に係る事
務

調査研究・情報交
換、連絡調整のため
の会議参加

参加回数 年７回 年６回 33 （事業№２へ統合）

603 総
神奈川県広域処
分地対策協議会
に係る事務

一般廃棄物処理行政の円
滑な運営に資する。

市町職
員

定
例
定
型

0
焼却灰の処理に関す
る情報交換を行い、
成果がでている。

Ａ

603
神奈川県広域処
分地対策協議会
に係る事務

調査研究・情報交
換、連絡調整のため
の会議開催

開催回数 年１回 年１回 0 （事業№２へ統合）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

資源循環課

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

活動

実績値活動指標の名称

活動ごとの
予算額活動

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

資源循環課

施策目標 資源循環型社会の形成を目指す

事務事業の
目的・成果 手法の

変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案必要性

③
成
果

④
市
民
協
働

⑤
そ
の
他

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

予算内訳（千円）

業務
計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

22年度
の取組
に対す
る分析

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー

ズ

決算内訳（千円）

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用
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実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

532,446 532,446 活動指標の名称 目標値 1,330,051 1,330,051

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

資源循環課

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

活動

実績値活動指標の名称

活動ごとの
予算額活動

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

資源循環課

施策目標 資源循環型社会の形成を目指す

事務事業の
目的・成果 手法の

変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案必要性

③
成
果

④
市
民
協
働

⑤
そ
の
他

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

予算内訳（千円）

業務
計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

22年度
の取組
に対す
る分析

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー

ズ

決算内訳（千円）

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

604 総
湘南広域都市行
政協議会に係る
事務

一般廃棄物処理行政の円
滑な運営に資する。

２市１
町の職

員

定
例
定
型

ごみ処理広域化事業
に関する地域計画の
策定準備等を行い、
成果がでている。

Ａ

604
湘南広域都市行
政協議会に係る
事務

一般廃棄物処理の広
域化に係る会議への
参加

参加回数 年２回 年１１回 （事業№２へ統合）

605 総
湘南東ブロック
ごみ処理広域化
に係る事務

資源循環型社会の形成を
目指し、ごみ処理の効率
化を図る。

２市１
町の職

員

定
例
定
型

1

ごみ処理広域化実施
計画に基づく広域化
事業を進める上での
２市１町間の諸調整
を行い、成果が出て
いる。

Ａ

605
湘南東ブロック
ごみ処理広域化
に係る事務

湘南東ブロックごみ
処理広域化調整会議
出席

出席回数 年２回 年２回 1 （事業№２へ統合）

605
湘南東ブロック
ごみ処理広域化
に係る事務

湘南東ブロックごみ
処理広域化調整会議
幹事会出席

出席回数 年２回 年２回 （事業№２へ統合）

3 総
資源物選別処理
施設の管理運営
事業

廃棄物の適正な処理及び
資源の有効な利用の確保
を図り、もって循環型社
会の形成を目指す。

市民・
企業

定
例
定
型

84,002

資源の有効利用に資
するため適切に施設
管理を行い、成果が
出ている。

Ａ 選別処理施設
稼働日数

２５９日 82,551 完 高 高 高 終了 有り
予算
なし

3
資源物選別処理
施設の管理運営
事業

資源物選別業務等を
委託

選別日数 ２５８日 ２５８日 78,189
資源物選別業務等を
委託

選別処理施設
稼働日数

２５９日 78,000
不
可

必
要

済
不
可

有 有り 24

リサイクルセンター
に業務を引き継ぐに
伴い、負担金として
寒川町へ支払う。

予算
なし

3
資源物選別処理
施設の管理運営
事業

警備業務委託
防犯・火災監
視の日数

３６５日 ３６５日 548 警備業務委託
防犯・火災監
視の日数

３６６日 548
不
可

必
要

済
不
可

有 有り 24

リサイクルセンター
に業務を引き継ぐに
伴い、負担金として
寒川町へ支払う。

予算
なし

3
資源物選別処理
施設の管理運営
事業

自家用電気工作物保
安業務委託

保守・点検回
数

１回／月 １回／月 169
自家用電気工作物保
安業務委託

保守・点検回
数

１回／月 169
不
可

必
要

済
不
可

有 有り 24

リサイクルセンター
に業務を引き継ぐに
伴い、負担金として
寒川町へ支払う。

予算
なし

3
資源物選別処理
施設の管理運営
事業

トラックスケール保
守点検委託

保守・点検回
数

１回／年 １回／年 1,417

3
資源物選別処理
施設の管理運営
事業

設備保守点検委託
保守・点検回
数

２回／年 ２回／年 157 設備保守点検委託
保守・点検回
数

１回／年 79
不
可

必
要

済
不
可

有 有り 24

リサイクルセンター
に業務を引き継ぐに
伴い、負担金として
寒川町へ支払う。

予算
なし

3
資源物選別処理
施設の管理運営
事業

電気水道使用料、修
繕料、ウォーター
クーラー検査

検査等の実施
回数

年１２回
（電気水
道）
随時（修
繕）
年１回

年１２回
（電気水
道）
随時（修
繕）
年１回

3,522
電気水道使用料、修
繕料、ウォーター
クーラー検査

検査等の実施
回数

年１２回
（電気水
道）
随時（修
繕）
年１回

3,755
不
可

必
要

済
不
可

有 有り 24

リサイクルセンター
に業務を引き継ぐに
伴い、負担金として
寒川町へ支払う。

予算
なし

3
資源物選別処理
施設の管理運営
事業

（事業№６０６から
統合）

資源物処理施設との
業務全般に関する連
絡調整

報告書の提出
回数

月１回
不
可

必
要

済
不
可

有 有り 24

リサイクルセンター
に業務を引き継ぐに
伴い、負担金として
寒川町へ支払う。

予算
なし

606 総
資源物選別処理
施設との連絡調
整

廃棄物の適正処理及び資
源の有効利用の確保を図
るため施設運営を円滑に
行う。

資源物
分別回
収協同
組合

定
例
定
型

資源物の処理状況及
び作業状況に関して
適切に把握ができて
おり、成果が出てい
る。

Ａ

606
資源選別処理施
設との連絡調整

資源物処理施設との
業務全般に関する連
絡調整

報告書の提出
回数

月１回 月１回 （事業№３へ統合）

4 総
資源物選別処理
施設の解体整理
事業

リサイクルセンターの整
備に伴い既存施設の解体
を行う。

市民
政
策

477

土壌汚染による市民
生活への影響がない
ことを確認できてお
り、成果が出てい
る。

Ａ 事業の進捗状
況

解体設計
完了

3,394 未 高 高 高 拡大 有り
増
や
す

4
資源物選別処理
施設の解体整理
事業

汚染土壌の管理
地下水の調査

年４回 年４回 477 汚染土壌の管理
地下水の調査

年４回 418
不
可

必
要

済
不
可

無 有り 24
解体工事及び土壌汚
染除去完了を持って
業務終了

減
ら
す
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実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

532,446 532,446 活動指標の名称 目標値 1,330,051 1,330,051

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

資源循環課

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

活動

実績値活動指標の名称

活動ごとの
予算額活動

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

資源循環課

施策目標 資源循環型社会の形成を目指す

事務事業の
目的・成果 手法の

変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案必要性

③
成
果

④
市
民
協
働

⑤
そ
の
他

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

予算内訳（千円）

業務
計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

22年度
の取組
に対す
る分析

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー

ズ

決算内訳（千円）

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

4
資源物選別処理
施設の解体整理
事業

0
解体及び汚染土壌形
質変更の設計 設計の完了

平成２３
年度末ま
で

2,976
不
可

必
要

可
不
可

無 有り 24
解体及び土壌汚染除
去完了を持って業務
終了

増
や
す

5 総
ごみの減量化・
資源化に関する
支援業務

生ごみの排出抑制及び減
量化を推進する。

市民

定
例
定
型

2,631

取扱件数は目標値に
達していないが事業
内容を変更すること
により、今後成果が
見込める。

Ｃ コンポスト販
売件数

年３７０
個

4,822

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

5
ごみの減量化・
資源化に関する
支援業務

生ごみ処理容器の廉
価での販売

販売件数
年３２０
個

年２５２
個

1,480
生ごみ処理容器の廉
価での販売

販売件数
年３７０
個

2,555

業
務
計
画

可
必
要

済
不
可

無 有り 24
再任用職員の活用が
可能である。

維持

5
ごみの減量化・
資源化に関する
支援業務

電動式生ごみ処理機
購入費助成

助成件数 年８０件 年４７件 1,136
電動式生ごみ処理機
購入費助成

助成件数 年８０件 2,250

業
務
計
画

可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 24
再任用職員の活用が
可能である。
対象品目の拡大

維持

5
ごみの減量化・
資源化に関する
支援業務

生ごみ処理容器及び
電動式生ごみ処理機
購入者アンケート

購入者満足度 ８０％ ９２％ 15
生ごみ処理容器及び
電動式生ごみ処理機
購入者アンケート

購入者満足度 ８０％ 17

業
務
計
画

可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 24
再任用職員の活用が
可能である。 維持

6 総
ごみの減量化・
資源化の啓発事
業

ごみの減量化・資源化推
進の意識の高揚を図る。

市民

定
例
定
型

2,012

ごみ通信や環境学習
等をつうじて減量
化・資源化の促進に
関する啓発に努め効
果は出ている。

Ｂ 環境学習開催
回数

年５０回 2,779 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

6
ごみの減量化・
資源化の啓発事
業

環境学習（説明会
等）の開催

開催回数 年５０回 年４０回 環境学習の開催 開催回数 年５０回 可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 24 再任用職員の活用
予算
なし

6
ごみの減量化・
資源化に関する
啓発事業

（事業№１３から統
合）

環境学習開催に伴う
調整

満足度
８０％

可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 24 再任用職員の活用
予算
なし

6
ごみの減量化・
資源化に関する
啓発事業

小学生４年生用副読
本の作成・配付

作成時期 2月 １月 233
小学生４年生用副読
本の作成等、啓発教
材の作成

作成時期
２月末ま
で

319 可
必
要

済
不
可

無 有り 24 再任用職員の活用 維持

6
ごみの減量化・
資源化に関する
啓発事業

ごみ通信ちがさき等
の作成、配付等

発行回数 年２回 年２回 1,216
ごみ通信ちがさき等
の作成、配付等

発行回数 年2回 1,430 可
必
要

済
不
可

無 有り 24 再任用職員の活用 維持

6
ごみの減量化・
資源化に関する
啓発事業

清掃のあらましの作
成

事業結果の作
成時期

平成２２
年１０月

平成２２
年１０月

清掃のあらましの作
成

事業結果の作
成時期

平成２３
年１０月

可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 24 再任用職員の活用
予算
なし

6
ごみの減量化・
資源化に関する
啓発事業

集積場所巡回監視業
務
（委託）

巡回監視時期
平成２２
年４月か
ら５月

平成２２
年４月か
ら５月

563

6
ごみの減量化・
資源化に関する
啓発事業

(事業№６０８から統
合）

生ごみ処理機（公共
施設）の保守点検、
修繕等

点検等の回数 年１１回 930
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

6
ごみの減量化・
資源化に関する
啓発事業

(事業№６０９から統
合）

マイバッグ推進会議
への参加

会議参加回数 年１０回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

済 無 なし
予算
なし

6
ごみの減量化・
資源化に関する
啓発事業

レジ袋削減を推進す
る。

キャンペーン
の実施

２回 100
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

済 無 有り 23
リサイクル推進店と
合同実施する。

維持

607 総
施設見学に関す
る連絡・調整

円滑な事業執行
施設、
見学希
望者

定
例
定
型

申込者に対する施設
案内及び減量化・資
源化に関する啓発を
円滑に行っており、
成果が出ている。
２３年度より指標を
満足度に改める。

Ｂ
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実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

532,446 532,446 活動指標の名称 目標値 1,330,051 1,330,051

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

資源循環課

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

活動

実績値活動指標の名称

活動ごとの
予算額活動

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

資源循環課

施策目標 資源循環型社会の形成を目指す

事務事業の
目的・成果 手法の

変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案必要性

③
成
果

④
市
民
協
働

⑤
そ
の
他

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

予算内訳（千円）

業務
計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

22年度
の取組
に対す
る分析

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー

ズ

決算内訳（千円）

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

607
施設見学に関す
る連絡・調整

施設及び見学希望者
との日程調整等

日程調整の回
数

年５０回 年４０回 （事業№６へ統合）

608 総
生ごみ処理機の
設置及び管理(公
共施設)

給食残渣の堆肥化及びご
みの減量化の啓発

公共施
設

定
例
定
型

859
機器の維持管理が適
正に行われており、
成果が出ている。

Ａ

608
生ごみ処理機の
設置及び管理(公
共施設)

保守点検、修繕 点検等の回数 年１１回 年１１回 859 （事業№６へ統合）

609 総
ごみ関係市民団
体等との情報交
換

市民・事業者・行政によ
るごみの減量化、資源化

市、商
工会議
所他３
団体

定
例
定
型

100

マイバック推進会議
の構成員とともにレ
ジ袋の削減に努めて
おり、成果が出てい
る。

Ａ

609
ごみ関係市民団
体等との情報交
換

マイバッグ推進会議
等への参加

会議参加回数 年１０回 年１３回 （事業№６へ統合）

609
ごみ関係市民団
体等との情報交
換

事業者と協働でレジ
袋削減を推進

参画店舗数
８００店
舗

７９２店
舗

100 （事業№６へ統合）

7 総 資源化促進事業
資源循環型社会の形成を
目指し資源物の分別収集
方法の見直しを進める。

全市
民、企

業

政
策

49,394

モデル事業の実施
等、分別収集方法の
見直しが着実に進ん
でおり、成果が出て
いる。

Ａ 事業の進捗状
況

モデル事
業実施

36,762

業
務
計
画

未 高 高 高 拡大 有り
増
や
す

7 資源化促進事業
カレットの再商品化
に係る処理委託

年間処理量
年２，２
７６ｔ

年
１，８１
７.１１ｔ

1,294
カレットの再商品化
に係る処理委託

年間処理量
年１，８
４９ｔ

1,392
不
可

必
要

済
不
可

有 有り 24
平成24年度より、
リサイクルセンター
に業務を引き継ぐ。

予算
なし

7 資源化促進事業
ペットボトル選別圧
縮梱包処理等委託

年間処理量
年９８０
ｔ

年
９１１．
４８ｔ

26,702
ペットボトル選別圧
縮梱包処理等委託

年間処理量
年８５６
ｔ

28,762
不
可

必
要

済
不
可

有 有り 24
平成24年度より、
リサイクルセンター
に業務を引き継ぐ。

予算
なし

7 資源化促進事業
コンテナ・ネット等
を利用した資源物の
収集モデル事業

研究
モデル事
業案作成

２３年度
案作成完
了

分別収集方法の見直
しに係るモデル事業
の検証

２４年度収集
方法（案）の
作成

平成２３
年９月ま
で

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

済 有 有り 24

平成24年度より分
別収集モデル事業の
内容を本格実施す
る。

予算
なし

7 資源化促進事業
コンテナ・ネット等
を利用した資源物収
集の地域説明

説明会開催数
年１８０
回

年１６５
回

分別収集方法の見直
しに係る地域説明

説明会開催数
年１３５
回

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

済 有 有り 24

平成24年度より分
別収集モデル事業の
内容を本格実施す
る。

予算
なし

7 資源化促進事業
コンテナ・ネット等
を利用した資源物の
収集モデル事業

収集期間

平成２２
年４月か
ら２３年
３月

平成２２
年４月か
ら２３年
３月

17,609
分別収集方法の見直
しに係るモデル事業

収集期間

平成２３
年４月か
ら２４年
３月

3,285

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

済 有 有り 24

平成24年度より、
資源物の処理及びリ
サイクルセンターの
維持管理を寒川町に
委託する。

増
や
す

7 資源化促進事業
コンテナ・ネット等
を利用した資源物の
収集モデル事業準備

準備期間

平成２２
年４月か
ら２３年
３月

平成２２
年４月か
ら２３年
３月

3,789
分別収集方法の見直
しに係る事業準備

準備期間

平成２３
年４月か
ら２４年
３月

3,323

業
務
計
画

不
可

必
要

済
不
可

有 有り 24

平成24年度より分
別収集モデル事業の
内容を本格実施す
る。

予算
なし

8 総
ごみの排出抑制
推進事業

ごみの発生を抑制し資源
循環型社会の形成に資す
る。

市民・
自治

会・事
業者

政
策

１人１日あた
りのごみ(資
源物を除く)
の排出量

７４６㌘ 34,100

業
務
計
画

未 高 高 高 拡大 有り
増
や
す

8
ごみの排出抑制
推進事業

（事業№６１０から
統合）

リサイクル推進店申
請書の受付、認定要
件の確認、認定書の
発行

推進店数 １００店 可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 24 再任用職員の活用
予算
なし

8
ごみの排出抑制
推進事業

リサイクル推進店の
活動の周知

キャンペーン ２回 100 可
必
要

そ
の
他
不
可

可 無 有り 23

23年度よりマイ
バック推進会議とと
もにキャンペーンを
行う。
24年度より再任用
職員の活用

維持

8
ごみの排出抑制
推進事業

（事業№６１１から
統合）

資源回収推進地域へ
の補助金の交付

申請・交付自
治会数

１３５自
治会等

34,000 可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 24
資源物の分別収集品
目の拡大
再任用職員の活用

増
や
す
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実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

532,446 532,446 活動指標の名称 目標値 1,330,051 1,330,051

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

資源循環課

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

活動

実績値活動指標の名称

活動ごとの
予算額活動

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

資源循環課

施策目標 資源循環型社会の形成を目指す

事務事業の
目的・成果 手法の

変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案必要性

③
成
果

④
市
民
協
働

⑤
そ
の
他

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

予算内訳（千円）

業務
計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

22年度
の取組
に対す
る分析

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー

ズ

決算内訳（千円）

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

8
ごみの排出抑制
推進事業

三者協調型資源回収
制度の見直し

補助金制度の
検証及び見直
し

補助要綱
の改正

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

610 総
ごみ減量リサイ
クル推進店制度
に係る事務

ごみ減量及びリサイクル
の推進を図る。

市内事
業者

政
策

132

推進店の活動が分か
りづらいため、減量
化・資源化のため協
力して行う事業を考
え周知していくこと
とする。

Ｃ

610
ごみ減量リサイ
クル推進店制度
に係る事務

申請書の受付、認定
要件の確認、認定書
の発行

推進店数 １００店 ７２店 132 （事業№８へ統合）

611 総
資源回収推進地
域補助金に係る
事務

廃棄物等の分別回収によ
り焼却ごみの減量化及び
資源の有効利用の推進

自治会
政
策

29,057

自治会の協力のもと
資源物の分別が着実
に浸透しており、効
果が出ている。

Ａ

611
資源回収推進地
域補助金に係る
事務

資源回収推進地域へ
の補助金の交付

申請・交付自
治会数

１３３自
治会等

１３５自
治会等

29,057 （事業№８へ統合）

9 総
ごみ処理広域化
事業

広域化を推進し資源循環
型社会の形成の推進に資
する。

市民
政
策

事業の進捗状
況

会計基準
マニュア
ルの作成

2,563 未 高 高 高
現状維

持
有り

減
ら
す

9
ごみ処理広域化
事業

一般廃棄物会計基準
の導入準備

会計基準マ
ニュアルの作
成

平成２３
年度末ま
で

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

9
ごみ処理広域化
事業

（事業№６１２から
統合）

寒川町の可燃ごみの
焼却処理の受け入れ
に係る負担金の請
求・受領に関する事
務

請求・受領回
数

年４回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

9
ごみ処理広域化
事業

（事業№６１２から
統合）

寒川町の資源物の中
間処理の受け入れに
係る負担金の請求・
受領に関する事務

請求・受領回
数

年４回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 24

平成24年度にリサ
イクルセンターが稼
働するため、寒川町
資源物の受け入れ処
理は平成２３年度で
終了

予算
なし

9
ごみ処理広域化
事業

（事業№６１２から
統合）

リサイクル協会拠出
金の支払いに関する
事務

支払い回数 年２回 2,563
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 25

平成23年度中に寒
川町から受け入れた
ぺットボトルに係る
拠出金の支払いが
24年度で終了とな
る。

減
ら
す

612 総
寒川町のごみの
受け入れに係る
事務

広域行政 寒川町

定
例
定
型

3,058

ごみ処理広域化に係
る寒川町の可燃ごみ
及び資源物の搬入に
関する事務を適切に
行っており、ごみ処
理の広域化を進める
上で効果が出てい
る。

Ａ

612
寒川町のごみの
受け入れに係る
事務

可燃ごみの焼却処理
の受け入れに係る負
担金の請求・受領に
関する事務

請求・受領回
数

年５回 年５回 （事業№９へ統合）

612
寒川町のごみの
受け入れに係る
事務

資源物の中間処理の
受け入れに係る負担
金の請求・受領に関
する事務

請求・受領回
数

年４回 年４回 （事業№９へ統合）

612
寒川町のごみの
受け入れに係る
事務

リサイクル協会拠出
金の支払いに関する
事務

支払い回数 年１回 年３回 3,058 （事業№９へ統合）

10 総
家電リサイクル
関連法に関する
事務

小売業者及び製造業者等
による特定家庭用機器廃
棄物の収集及び運搬並び
に再商品化等に関し、こ
れを適正かつ円滑に実施
するための措置を講ず
る。

市民と
事業者

定
例
定
型

228

不法投棄された特定
家庭用機器の処理数
量が目標を大幅に下
回っており、適正処
理に関する周知効果
が出ている。

Ａ

家電リサイク
ルの啓発につ
いて、刊行物
等への情報発
信回数

年３回 453 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

10
家電リサイクル
関連法に関する
事務

不法投棄された特定
家庭用機器の廃棄物
処理手数料の納付

納付件数 １４５件 ８３件 228
不法投棄された特定
家庭用機器の廃棄物
処理手数料の納付

納付件数 １４５件 453 可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 24 再任用職員の活用 維持
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実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

532,446 532,446 活動指標の名称 目標値 1,330,051 1,330,051

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

資源循環課

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

活動

実績値活動指標の名称

活動ごとの
予算額活動

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

資源循環課

施策目標 資源循環型社会の形成を目指す

事務事業の
目的・成果 手法の

変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案必要性

③
成
果

④
市
民
協
働

⑤
そ
の
他

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

予算内訳（千円）

業務
計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

22年度
の取組
に対す
る分析

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー

ズ

決算内訳（千円）

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

10
家電リサイクル
関連法に関する
事務

家電リサイクル法に
伴う対象品目の周知
を行う

周知期間
２３年３
月まで

２３年３
月まで

家電リサイクル法に
伴う対象品目・処理
方法の周知を行う

情報発信回数 年３回 可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 24 再任用職員の活用
予算
なし

11 総
廃掃法に基づく
許可に関する業
務

市内で発生した一般廃棄
物の適正処理を図る。

一般廃
棄物処
理業者

定
例
定
型

許可までの日
数

３０日 32 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

11
廃掃法に基づく
許可に関する業
務

（事業№６１３から
統合）

産業廃棄物処理施設
設置計画に係る関係
各課の意見聴取

意見聴取調整
日数

４０日以
内

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

11
廃掃法に基づく
許可に関する業
務

（事業№６１４から
統合）

一般廃棄物処理業の
許可に係る書類審
査、許可証の発行及
び取消し等の事務

書類を受付し
てから許可す
るまでの日数

３０日以
内

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

11
廃掃法に基づく
許可に関する業
務

廃棄物行政担当者研
修

研修への受講
人数

１人 32
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

11
廃掃法に基づく
許可に関する業
務

（事業№６１４から
統合）

一般廃棄物処理業の
許可に係る実績報告
書の受理・整理

実績報告書の
とりまとめ

毎月２０
日まで

可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 24 再任用職員の活用
予算
なし

613 総
産業廃棄物処理
施設設置計画に
係る連絡調整

適正な施設設置及び周辺
環境保全

市関係
各課、

県

定
例
定
型

産業廃棄物処理施設
の設置等、県からの
意見照会に関し庁内
意見を取りまとめ適
切な回答をしてお
り、成果が出てい
る。

Ａ

613
産業廃棄物処理
施設設置計画に
係る連絡調整

関係各課の意見聴取
意見聴取調整
日数

各４０日
以内

各４０日
以内

（事業№１１へ統
合）

614 総
一般廃棄物処理
業の許可等に係
る事務

一般廃棄物の適正処理

一般廃
棄物収
集運搬
業者

定
例
定
型

許可事業者により事
業系一般廃棄物の処
理が適切に行われて
おり、成果が出てい
る。

Ａ

614
一般廃棄物処理
業の許可等に係
る事務

書類審査、許可証の
発行及び取消し等の
事務

書類を受付し
てから許可す
るまでの日数

１か月 １か月
（事業№１１へ統
合）

614
一般廃棄物処理
業の許可等に係
る事務

実績報告書の受理・
整理

実績報告書の
とりまとめ

毎月２０
日まで

毎月２０
日まで

（事業№１１へ統
合）

12 総
大型ごみ証紙に
関する業務

大型ごみを適正に処理す
る。

市民

定
例
定
型

3,003

大型ごみの排出時に
必要となる証紙の販
売が適切に行われて
おり、成果が出てい
る。

Ａ 証紙販売店舗
数

１１０店
舗以上

3,111 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

12
大型ごみ証紙に
関する業務

大型ごみ収入証紙販
売店舗の拡大

販売店舗数
１１０店
舗

１０８店
舗

3,003
大型ごみ収入証紙販
売店舗の拡大

販売店舗数
１１０店
舗以上

3,111 可
必
要

済
不
可

無 有り 24 再任用職員の活用 維持

13 総
事業系一般廃棄
物に関する事務

事業系一般廃棄物の適正
処理及び減量化を図る。

収集運
搬業

者・排
出事業

者

定
例
定
型

事業者に対するごみ
の排出指導や啓発を
適切に行っており、
成果が出ている。

Ａ 搬入物調査実
施回数

年８回 未 高 高 高
現状維

持
有り

予算
なし

13
事業系一般廃棄
物に関する事務

事業系ごみの適正搬
入の指導

事業系ごみ搬
入事業者の抜
き打ち調査回
数

年８回 年７回
事業系ごみの適正搬
入の指導

事業系ごみ搬
入事業者の抜
き打ち調査回
数

年８回 可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 24 再任用職員の活用
予算
なし

13
事業系一般廃棄
物に関する事務

事業系ごみの排出量
抑制のための啓発指
導

訪問会社数 １００社 １００社
事業系ごみの排出量
抑制のための啓発指
導

訪問会社数 １００社 可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 24 再任用職員の活用
予算
なし
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実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

532,446 532,446 活動指標の名称 目標値 1,330,051 1,330,051

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

資源循環課

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

活動

実績値活動指標の名称

活動ごとの
予算額活動

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

資源循環課

施策目標 資源循環型社会の形成を目指す

事務事業の
目的・成果 手法の

変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案必要性

③
成
果

④
市
民
協
働

⑤
そ
の
他

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

予算内訳（千円）

業務
計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

22年度
の取組
に対す
る分析

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー

ズ

決算内訳（千円）

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

13
事業系一般廃棄
物に関する事務

事業系ごみの取り扱
い方法の見直し

検討期限 １０月
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

14 総

し尿の収集業
務・浄化槽清掃
業務に関する事
務

し尿及び浄化槽汚泥を適
正に処理する。

一部の
市民及
び事業

者

定
例
定
型

141,925

し尿や浄化槽汚泥を
適切に処理してお
り、成果が出てい
る。

Ａ 処理期限
３週間以
内

241,742 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

14

し尿の収集業
務・浄化槽清掃
業務に関する事
務

し尿の収集業務及び
浄化槽清掃業務の委
託に関する事務

委託料の執行
回数

年１２回 年１２回 141,925
し尿の収集業務及び
浄化槽清掃業務の委
託に関する事務

委託料の執行
回数

年１２回 141,977
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

14

し尿の収集業
務・浄化槽清掃
業務に関する事
務

し尿及び浄化槽汚泥
の清掃申込み受付等

処理期限
３週間以
内

３週間以
内

し尿及び浄化槽汚泥
の清掃受付及び処理

処理期限
３週間以
内

可
必
要

済
不
可

無 有り 24 再任用職員の活用
予算
なし

14

し尿の収集業
務・浄化槽清掃
業務に関する事
務

（事業№６１５から
統合）

寒川町への負担金納
付に関する事務

支払回数 年４回 94,281
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

14

し尿の収集業
務・浄化槽清掃
業務に関する事
務

（事業№６１６から
統合）

口座振替手数料の支
払事務

支払件数 ４００件 5
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

14

し尿の収集業
務・浄化槽清掃
業務に関する事
務

（事業№６１７から
統合）

手数料賦課徴収事務
手数料収納金
額

3７,53
７千円

5,479
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

615 総
し尿の処理業務
委託

広域行政 寒川町

定
例
定
型

77,587

寒川町へ事務委託し
ている、し尿及び浄
化槽汚泥処理に伴う
事務処理を適切に
行っており、成果が
出ている。

Ａ

615
し尿の処理業務
委託

寒川町への負担金納
付に関する事務

支払回数 年４回 年４回 77,587
（事業№１４へ統
合）

616 総

一般廃棄物（し
尿）処理手数料
の口座振替手数
料に係る事務

適正な手数料の賦課徴
収、並びに低所得者対策
及び負担の公平の確保
（収納率の向上）

一部の
市民、
事業者

定
例
定
型

5
口座振替の周知に努
めており、効果を上
げている。

Ｂ

616

一般廃棄物（し
尿）処理手数料
の口座振替手数
料に係る事務

口座振替手数料の支
払事務

支払件数 ４００件 ３２９件 5
（事業№１４へ統
合）

617 総

一般廃棄物（し
尿）処理手数料
の賦課、徴収減
免及び滞納処分

適正な手数料の賦課徴
収、並びに低所得者対策
及び負担の公平の確保
（収納率の向上）

一部の
市民、
事業者

定
例
定
型

5,050

し尿手数料の賦課徴
収事務を適切に行
い、成果が出てい
る。

Ａ

617

一般廃棄物（し
尿）処理手数料
の賦課、徴収減
免及び滞納処分

手数料賦課徴収事務
手数料収納金
額

38,531
千円

35,052
千円

5,050
（事業№１４へ統
合）

15 総
ごみ減量化・資
源化基金に関す
る事務

ごみの減量化・資源化に
資するため有価物売却代
金及び寄附金等を基金と
して積み立てる。

展示品
当選者
等市民

定
例
定
型

92,085

ごみの減量化・資源
化のため、基金とし
て有価物売却代金等
の積み立てを行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 積立額
79,362
千円

79,362 未 高 高 高 拡大 有り
増
や
す

15
ごみ減量化・資
源化基金に関す
る事務

有価物売却代金等を
基金に積立てる事務

積立て金額
60,942
千円

92,085
千円

92,085
有価物売却代金等を
基金に積立てる事務

積立額
79,362
千円

79,362
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 24
資源物の分別収集品
目の拡大

増
や
す

16 総 ごみ統計事務
ごみの排出状況を把握
し、今後の推計や対策の
検討に役立てる。

市民・
事業者

定
例
定
型

迅速に統計処理を行
うことにより、課題
の検証はもとより啓
発事業にも迅速に反
映でき、成果が出て
いる。

Ａ 統計の作成期
限

８月 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

16 ごみ統計事務
一般廃棄物全般に対
する統計の作成

作成時期 ８月 ８月
一般廃棄物全般に対
する統計の作成

作成時期 ８月
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし
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実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

532,446 532,446 活動指標の名称 目標値 1,330,051 1,330,051

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

資源循環課

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

活動

実績値活動指標の名称

活動ごとの
予算額活動

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

資源循環課

施策目標 資源循環型社会の形成を目指す

事務事業の
目的・成果 手法の

変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案必要性

③
成
果

④
市
民
協
働

⑤
そ
の
他

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

予算内訳（千円）

業務
計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

22年度
の取組
に対す
る分析

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー

ズ

決算内訳（千円）

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

17 総
最終処分場に関
する調査研究業
務

最終処分場の安全活用に
関する周辺住民への報
告、説明を行う。

堤地区
住民

定
例
定
型

地元説明会回
数

年２回 82 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

17
最終処分場に関
する調査研究業
務

（事業№６１８から
統合）

堤じんかい焼却残灰
処分地対策協議会と
の視察

視察回数 年１回 72
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

17
最終処分場に関
する調査研究業
務

（事業№６１９から
統合）

堤十二天最終処分場
周辺住民との協議

各種報告説明
会

年２回 10
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし 維持

618 総
堤十二天最終処
分場の他市事例
研究

最終処分場建設に伴う住
環境の整備等

堤地区
住民

定
例
定
型

0

今年度は、震災のた
め視察事業を中止し
たが、今後は成果が
見込める。

Ｃ

618
堤十二天最終処
分場の他市事例
研究

堤じんかい焼却残灰
処分地対策協議会と
の視察

視察回数 年１回 ０回 0

619 総
堤十二天最終処
分場の地元調整
に係る事務

最終処分場建設に伴う住
環境の整備等

堤地区
住民

定
例
定
型

3

最終処分場による地
下水への影響が出て
いないことを確認し
近隣住民にデータを
お示ししており、事
業目的を果たしてい
る。

Ａ

619
堤十二天最終処
分場の地元調整
に係る事務

堤十二天最終処分場
周辺市民との協議

各種報告説明
会

年２回 年２回 3

18 総
最終処分場周辺
の環境調査等委
託業務

最終処分場周辺の住環境
の安全性を確保する。

堤地区
住民

定
例
定
型

581

最終処分場が周辺の
環境に影響を及ぼし
ていないことを確認
できており、成果が
出ている。

Ａ 調査回数 月３回 591 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

18
最終処分場周辺
の環境調査等委
託業務

堤十二天最終処分場
の周辺環境等調査

調査回数 年１２回 年１２回 581
堤十二天最終処分場
の周辺環境等調査

調査回数 月３回 591
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

19 総
（仮称）広域リ
サイクルセン
ター整備事業

寒川町にリサイクルセン
ターを建設し、当市の資
源物を処理する。

市民
政
策

リサイクルセ
ンターの建設

39,432

平成２４年４月の稼
働に向け、寒川町と
協議しながら進行管
理をしており、成果
が出ている。

Ａ 事業の進捗状
況

建設工事
完了

826,009

業
務
計
画

完 高 高 高 終了 有り
予算
なし

19
（仮称）広域リ
サイクルセン
ター整備事業

リサイクルセンター
建設

建設進捗割合 　5％ ２％ 39,432
リサイクルセンター
建設

建設期限
平成２３
年度末ま
で

826,009

業
務
計
画

不
可

必
要

済
不
可

無 有り 24
平成２３年度末に整
備工事完了

予算
なし

19
（仮称）広域リ
サイクルセン
ター整備事業

リサイクルセンター
建設に関する寒川町
との調整

開催回数 年６回 年８回
リサイクルセンター
建設に関する寒川町
との調整

開催回数 年６回

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 24
平成２３年度末に整
備工事完了

予算
なし

19
（仮称）広域リ
サイクルセン
ター整備事業

寒川町からの資源物
受入に関する寒川町
との調整

開催回数 年２回 年２回
寒川町からの資源物
受入に関する寒川町
との調整

開催回数 年２回

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 24
平成２３年度末に整
備工事完了

予算
なし
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実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

532,446 532,446 活動指標の名称 目標値 1,330,051 1,330,051

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

資源循環課

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

活動

実績値活動指標の名称

活動ごとの
予算額活動

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

資源循環課

施策目標 資源循環型社会の形成を目指す

事務事業の
目的・成果 手法の

変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案必要性

③
成
果

④
市
民
協
働

⑤
そ
の
他

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

予算内訳（千円）

業務
計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

22年度
の取組
に対す
る分析

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー

ズ

決算内訳（千円）

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

19
（仮称）広域リ
サイクルセン
ター整備事業

分別品目及び収集方
法等の庁内会議の開
催

開催回数 年６回 年６回
分別品目及び収集方
法等の庁内会議の開
催

開催回数 年６回

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 24
平成２３年度末に整
備工事完了

予算
なし

20 総
茅ヶ崎市一般廃
棄物処理計画の
改定

処理計画を社会環境に
あったものに改定し、常
に効果的なものとする。

市民・
事業者

政
策

事業の進捗状
況

基本計画
素案作
成・実施
計画策定

9,030

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
有り

減
ら
す

20
茅ヶ崎市一般廃
棄物処理計画の
改定

一般廃棄物処理基本
計画の改定

素案作成
平成２３
年度末ま
で

9,030

業
務
計
画

不
可

必
要

可
不
可

無 有り 23
23・24年度事業と
して計画の改訂を行
う。

減
ら
す

20
茅ヶ崎市一般廃
棄物処理計画の
改定

（事業№６２０から
統合）

一般廃棄物処理基本
計画の進行管理

結果の検証
平成２３
年度末ま
で

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

20
茅ヶ崎市一般廃
棄物処理計画の
改定

（事業№６２０から
統合）

一般廃棄物（ごみ）
処理実施計画の告示

実施時期
平成２３
年６月

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

620 総
一般廃棄物処理
計画に係る事務

一般廃棄物の適正処理

企業、
全市

民、行
政

政
策

リサイクルセンター
の稼働と時期を合わ
せた分別収集方法の
見直しは順調に進ん
でいるが、剪定枝の
資源化に関しては具
体化するまでに至っ
ていない。

Ｂ

620
一般廃棄物処理
計画に係る事務

一般廃棄物処理基本
計画の進行管理

結果の検証
平成２３
年３月

平成２３
年３月

(事業№２０
へ統合）

620
一般廃棄物処理
計画に係る事務

一般廃棄物（ごみ）
処理実施計画の告示

実施時期
平成２２
年６月

平成２２
年６月

(事業№２０
へ統合）

21 総
市道６３４２号
線等道路改良事
業

最終処分場周辺の生活環
境の向上を図る。

市民
政
策 工事進捗状況 ２０１㍍ 未 高 高 高

現状維
持

なし
予算
なし

21
市道６３４２号
線等道路改良事
業

道路改良 工事進捗状況
平成２３
年度末ま
で

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

22 総
焼却処理施設の
延命化事業

焼却処理施設の計画的な
改修を行い施設の延命化
を図る。

市民
政
策

事業の進捗状
況

地域計画
の策定

1,270

業
務
計
画

未 高 高 高 拡大 有り
増
や
す

22
焼却処理施設の
延命化事業

地域計画の策定 策定期限
平成２３
年１０月

1,270

業
務
計
画

不
可

必
要

可
不
可

無 有り 23

平成２３年１０月策
定
（２４年度に長寿命
化計画策定）

増
や
す

22
焼却処理施設の
延命化事業

（事業№６２１から
統合）

環境事業センターと
の業務全般に関する
連絡調整

連絡調整回数 年６回

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

22
焼却処理施設の
延命化事業

（事業№６２１から
統合）

焼却処理施設周辺市
民との協議

会議開催回数 年１回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

621 総
環境事業セン
ターとの連絡調
整

円滑な業務運営委
市民・
事業者

政
策

ごみ及び資源物の収
集・処理及び施設の
維持に関する課題に
ついて調整すること
により収集・処理が
円滑に行われ、成果
が出ている。

Ａ
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実施計画

第５次実施計画

事業の指標の名称 目標値

532,446 532,446 活動指標の名称 目標値 1,330,051 1,330,051

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

実績

実施計画
事業名

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

活動ごとの
決算額

活動量・サービス量の達成状況

目標値

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

資源循環課

活動

活動 改善の内容

改善
時期
（年
度）

活動

実績値活動指標の名称

活動ごとの
予算額活動

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

基礎情報

資源循環課

施策目標 資源循環型社会の形成を目指す

事務事業の
目的・成果 手法の

変更の
有無

①
目
的
達
成

事業の
方向性

事業の改善提案必要性

③
成
果

④
市
民
協
働

⑤
そ
の
他

今後の事業展開
事後評価

平成２２年度評価
平成２３年度計画

予算内訳（千円）

業務
計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

22年度
の取組
に対す
る分析

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー

ズ

決算内訳（千円）

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

621
環境事業セン
ターとの連絡調
整

環境事業センターと
の業務全般に関する
連絡調整

連絡調整回数 月１回 月１回
（事業№２２へ統
合）

622 総
焼却処理施設の
地元調整に係る
事務

焼却処理施設周辺の住環
境の安全性を確保する。

萩園地
区住民

政
策

焼却施設から生する
排ガスが法の基準値
以内であることを確
認し近隣自治会に
データをお示しして
おり、事業目的を果
たしている。

Ａ

622
焼却処理施設の
地元調整に係る
事務

焼却処理施設周辺市
民との協議

会議開催回数 年１回

報告書を
自治会へ
渡し会議
に代えた

（事業№２２へ統
合）

23 総
し尿処理手数料
用オフコンの改
修

し尿処理手数料に関する
事務の効率化を図る。

市民
政
策

事業の進捗状
況

システム
検証

未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

23
し尿処理手数料
用オフコンの改
修

し尿処理手数料のシ
ステムの検証

システム検証
平成２３
年度末ま
で

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
予算
なし

24 総
茅ヶ崎市分別収
集計画の改定

２６～３０年度を計画期
間とした分別収集計画に
改定を行う。

市民・
事業社

政
策

事業の進捗状
況

未 高 高 高
現状維

持
有り

予算
なし

24
茅ヶ崎市分別収
集計画の改定

一般廃棄物処理基本
計画を考慮した分別
収集計画の改定準備

データ集積期
間

平成２３
年度末ま
で

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 25
平成２５年度に計画
の改訂を行う。

予算
なし

888 総
災害応急対策活
動

本市域に、地震動・津波
等伴う諸現象による災害
が発生した場合に、被害
を軽減し、応急対策活動
を課として迅速的確に対
処する。

全市民
等

災害発生時の対応マ
ニュアルは有るが、
具体性のあるものに
作り替えて行く必要
が有る。

Ｃ

888
災害応急対策活
動

部の災害応急対策活
動マニュアルおける
課（班）の活動内容
の検証及び見直し

マニュアルの
検証及び見直
し

４月 ４月

部の災害応急対策活
動マニュアルおける
課（班）の活動内容
の検証及び見直し

防災対策強化
実行計画に合
わせた見直し

実行計画
期限

888
災害応急対策活
動

一般廃棄物の除去及
び清掃に関する業務
（災害発生時）

廃棄物の除去
及び清掃

随時 実績なし
一般廃棄物の処理に
関する業務

廃棄物の処理
方法の検討

実行計画
期限に基
づく実施

888
災害応急対策活
動

ごみその他廃棄物の
集積場所及び廃棄場
所の確保に関する業
務（災害発生時）

集積場所及び
廃棄場所の確
保

随時 実績なし

ごみその他廃棄物の
集積場所及び廃棄場
所の確保に関する業
務

集積場所及び
廃棄場所の確
保に関する検
討

実行計画
期限に基
づく実施

888
災害応急対策活
動

災害時の仮設便所の
整備に関する業務
（災害発生時）

仮設便所の整
備

随時 実績なし
災害時の仮設便所の
整備に関する業務

仮設便所の整
備に関する検
討

実行計画
期限に基
づく実施

888 総 庁内共通事務 103 103 110 110

888 総 庁内共通事務 81 81 38 38

888 総 庁内共通事務 157 157 107 107


